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研究成果の概要（和文）：　原発事故による放射能汚染は，生鮮魚介から生鮮豚肉へシフトさせるような影響を家計需
要に与えたことを明らかにした．放射能汚染に関する報道後，生鮮牛肉はより支出非弾力的に，生鮮魚介と生鮮豚肉は
より支出弾力的になったこと，生鮮魚介需要の減少トレンドは消失し，生鮮豚肉需要の増加トレンドは減少トレンドに
転換したこと，原発からの距離は，生鮮魚介需要を減少させ，生鮮鶏肉需要を増加させるような効果をもつことを示し
た．また，フレキシブルで積分可能な線形需要システムを新たに提示し，既存のモデルでは推定が不安定または困難な
ビッグデータにおいて，現実的な弾力性推定値を安定して得られることを示した．

研究成果の概要（英文）： This research shows that, after the media coverage of radioactive contamination, 
Japanese household demand shifted form fresh fish to fresh pork, that fresh beef was more 
expenditure-inelastic, that fresh fish and fresh pork was more expenditure-elastic, that the decreasing 
trend of fresh fish demand was lost, that the trend of fresh pork demand changed from increasing to 
decreasing, and that the distance from the nuclear power plant decreased fresh fish demand and increased 
fresh chicken demand. This research also provides a new flexible, integrable, linear demand system that 
can generate realistic elasticities using big data, which existing models cannot estimate properly.

研究分野： 農業経済学
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１．研究開始当初の背景 
 東日本大震災による原発事故の発生が，農
業生産に直接的あるいは間接的に影響を与
えたことは周知のとおりである．一方，フー
ドシステムの末端に位置する消費者の食料
需要はどのような影響を受けたのか．重要で
公共性の高いこの問題を明らかにすること
は，日本の食料需要，ひいては食料政策にと
って有益な知見となりうるが，定量的な実証
分析は未だ不十分である．原発事故に対する
食料需要の反応は，個々の家計や消費者によ
って，また時期によって大きく異なると推察
される．したがって，時間的，空間的，およ
び属性的に十分に分散した個別家計または
個別消費者の行動を記録した大標本のミク
ロデータを用いることが望ましい．しかし，
研究代表者が知る限り，原発事故が食料需要
に与えた影響をミクロデータで検証した研
究は未だ皆無である． 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，東日本大震災による東京

電力福島第一原子力発電所事故（以下，原発
事故）の発生が，フードシステムの末端に位
置する消費者（または家計）の食料需要にど
のような影響を与えたのか，という重要かつ
公共性の高い問題をミクロ計量経済分析に
より定量的に明らかにすることである． 
 
３．研究の方法 
(1) “単位のスケーリングに関して閉じてい
る”(closed under unit scaling, CUUS)と
は，データのスケーリングによって被説明変
数の予測値や弾力性の推定値が変わらない
ことを意味する．すなわち，CUUS を満たす需
要システムは，価格の単位を変えても，ある
いは価格や支出の基準点を変えても，パラメ
ータの値が変わるだけで，被説明変数の予測
値や支出・価格弾力性の推定値は変わらない．
Pollak and Wales (1980) は，需要システム
の実証分析では CUUS を満たすモデルのみを
用いるべきであると主張している．almost 
ideal demand system (AIDS; Deaton and 
Muellbauer, 1980) や quadratic AIDS 
(QUAIDS; Banks et al., 1997)をはじめ，通
常利用される需要システムのほとんどは，元
来 CUUS を満たしている．しかし，支出と価
格以外で需要に影響を与える要因，いわゆる
シフト変数を取り入れた AIDS は CUUS を満た
さない(Alston et al., 2001)．また，シフ
ト変数を取り入れた QUAIDS も同様に CUUS を
満たさない(松田, 2010)．需要システムによ
る実証分析では，たいてい人口統計学的変数
や季節ダミー変数などのシフト変数がモデ
ルに取り入れられる．その結果 CUUS が損な
われ，データをどのようにスケーリングする
かによって弾力性の推定値が変わってしま
うという不都合が生じる．それに対して，研
究代表者が独自に開発した QUAIDS の線形近
似 モ デ ル (linear approximate QUAIDS, 

LA/QUAIDS; Matsuda, 2006) は，シフト変数
を取り入れても CUUS を満たし，かつ AIDS よ
りも支出の変動を柔軟にとらえることがで
きる．本研究では，LA/QUAIDS に適切なシフ
ト変数を取り入れ，さらに構造変化を考慮し
た実証モデルを用いる． 
 
(2) 食料のように一般に購入頻度の高い非
耐久財の需要分析では，これまで多くの研究
で用いられてきた年次，四半期次，あるいは
月次データよりも，日次データを用いる方が
現実の消費者行動をより正確に反映するこ
とができると考えられる．また，日次データ
を用いなければ推定できない“日”にかかわ
る種々の需要効果を推定することができる．
月次よりも高頻度で観測された価格指数の
データは存在しないが，価格を除いて需要関
数を回帰推定すると，除外変数バイアスが生
じる可能性がある．一方，支出比率と消費支
出の日次データに価格の月次データを混在
させて需要関数を回帰推定すると，価格の変
動が相対的に不十分となり，しばしば価格の
係数の推定に深刻な問題が生じることが知
られている．本研究は，日次データを用いて
需要関数ではなくエンゲル曲線を推定する
というアプローチをとる．その際，エンゲル
曲線を状態空間モデルとして定式化し，価格
や種々の人口統計的変数など，日次では観測
不能な諸要因を潜在変数として捉えること
で，これらの日次データを利用できないとい
う不利を克服する． 
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４．研究成果 
(1) 原発事故による放射能汚染は，生鮮魚介
から生鮮豚肉へシフトさせるような影響を
家計需要に与えたことを明らかにした．放射
能汚染に関する報道後，生鮮牛肉はより支出
非弾力的に，生鮮魚介と生鮮豚肉はより支出
弾力的になったこと，生鮮魚介需要の減少ト
レンドは消失し，生鮮豚肉需要の増加トレン
ドは減少トレンドに転換したこと，さらに，
原発からの距離は，生鮮魚介需要を減少させ，
生鮮鶏肉需要を増加させるような効果をも
つことを示した． 
 
(2) ノンパラメトリック回帰推定の結果，食
料のエンゲル曲線は対数2次型であることが
示唆された．食料のエンゲル曲線の推定にお
いて，状態空間モデルは回帰モデルよりも当
てはまりが優れていること，また日次データ
を用いると，消費支出に対する食料需要の反
応は，月次データを用いた場合に比べて非弾
力的になることを示した． 
 
(3) 大標本のミクロデータ（ビッグデータ）
では，支出の変動に対して価格の変動が相対
的に不十分となる．その結果，最もポピュラ
ーな AIDS の線形近似モデルでは，しばしば
推定値が不安定となり，現実的な弾力性が得
られない．また，線形版トランスログモデル
(Lewbel and Ng, 2005)では，価格変数間に
極端な多重共線性が発生して回帰推定自体
が困難になることがある．本研究では，フレ
キシブルで積分可能な線形需要システムを
新たに提示し，既存のモデルでは推定が不安
定または困難なビッグデータにおいて，現実
的な弾力性推定値を安定して得られること
を示した． 
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